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本邦訳版は、公益財団法人原子力安全研究協会が環境省委託事業の「平成 30 年度 甲状腺モニタリン

グの長期戦略に関する国際専門家グループにおける検討支援委託業務」の一環として、出版元である

Elsevier の許諾の下、The Lancet Oncology vol. 19 掲載“Long-term strategies for thyroid health monitoring after 
nuclear accidents: recommendations from an Expert Group convened by IARC”を翻訳したものです。 

 

原子力事故後の甲状腺健康モニタリングの長期戦略 
：IARC 専門家グループによる提言 

（邦訳版）* 
 

国際がん研究機関（IARC）の招集した学

際的な国際専門家グループが、原子力発電

所事故後の甲状腺健康モニタリングの長期

戦略に関する提言を作成するために科学的

根拠を評価した。専門家グループの作業は

IARC テクニカル・レポート第 46 号として

発表された 1。この専門家グループの目的は、

過去の原子力事故後に実施された甲状腺検

査プログラムを評価することでも、現在進

行中の甲状腺健康モニタリング活動に関し

て提言を行うことでもない。 

1986 年のウクライナのチェルノブイリの

事故以降、原子力に関わる緊急事態への全

般的な備えと対応のガイドラインは進化し

ており 2、原子力事故に伴う放射線被ばくや、

これに関連した潜在的な健康影響について、

有効な対策を実施するのに貢献している 3。

特に小児期および思春期における甲状腺が

んリスクと放射線被ばくの関連性は実証さ

れているため、甲状腺がんに関する問題へ

の適切な備えと対応が非常に重要である。

しかし、現在、原子力事故で被災した集団に
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対して適用可能な甲状腺がんスクリーニン

グに関する特定のガイドラインはない。 

これまでの原子力発電所事故、すなわち

1979 年のスリーマイル島（米国ペンシルバ

ニア州）、チェルノブイリ、そして 2011 年

の福島第一原子力発電所（日本）の事故は、

いずれも放出された放射性核種の量、被ば

く経路、甲状腺への放射線被ばくの平均的

なレベル、そして行われた介入など、さまざ

まな面で非常に異なる。福島第一とチェル

ノブイリでの原子力事故の後で、被災した

子どもや思春期の子らは甲状腺検査を受け

たが、実施されたプログラムは対象集団の

規模も事故からの経過時間も異なっていた。

甲状腺スクリーニングプログラムの潜在的

な公衆衛生上の利益について疑問が残ると

はいえ、それぞれの事故の後でなされた多

大な努力からは、将来の原子力事故への備

えを方向付ける上で貴重な知見と教訓が得

られた。 

あらゆる保健医療分野での介入事業に当

てはまる原則は、利益を最大にし、不利益を
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最小に抑えることであり、このアプローチ

は原子力発電所事故後の甲状腺健康モニタ

リングにも適用するべきである。この考え

を念頭に置き、専門家グループは将来起こ

りうる原子力事故後の甲状腺健康モニタリ

ングについて、以下の 2 つの提言を行った。

専門家グループは、第一に、原子力事故後に

甲状腺集団スクリーニングを実施すること

は推奨しないことを提言し、第二に、原子力

事故後、よりリスクの高い個人（すなわち、

胎児期または小児期または思春期に 100～

500 mGy 以上の甲状腺線量を被ばくした者）

に対して長期の甲状腺モニタリングプログ

ラムの提供を検討するよう提言している。 

第一の提言について、甲状腺集団スクリ

ーニングは、ここでは「確立したプロトコル

に沿って、臨床管理につながる甲状腺検査

に参加するよう、ある特定の地域の全住民

をばく露レベルに関わらず積極的に募集す

ること」と定義される。専門家グループが原

子力事故後に甲状腺集団スクリーニングを

推奨しないと提言するのは、集団のレベル

では不利益が利益を上回るからである。が

んのスクリーニングは、集団の健康増進に

とって価値ある公衆衛生上の戦略となりう

るが、がんの種類、対象となる集団、スクリ

ーニングの方法と頻度、資源、社会的価値観

など、複数ある要因次第で利益と不利益の

程度が異なる。甲状腺がんでは、無症状の

人々が多く存在するため 4、甲状腺集団スク

リーニングは、将来発生するであろうがん

だけでなく、スクリーニングがなければ診

断されなかったであろうがんや、患者の生

存期間中に発症したり死亡の原因となった

りしないであろうがんまで検出する。たと

えば、韓国では 5、診療行為の中で甲状腺の

超音波検査の実施が増えたのに伴い、甲状

腺がんの罹患率が劇的に増加したが、もと

もと低い疾患特異死亡率に実質的な変化は

なかった。韓国やその他の国々で見られた

この現象ゆえに、時に合併症やマイナスの

心理社会的影響などの潜在的リスクを伴う

医療介入につながる過剰診断 6 の懸念が生

じている。 

過剰診断と低い疾患特異死亡率 7 という

観点から、リスクが低く無症状の成人に対

する超音波検査を用いた甲状腺スクリーニ

ングを避けるための提言が諸専門機関によ

って展開された 8。本専門家グループは、原

子力事故で被災したすべての年齢層の集団

について、この見解に賛同する。なぜなら、

被災した無症状の集団にリスクのレベル

（つまり甲状腺被ばく線量）と無関係にス

クリーニングを行う場合にも、明らかな公

衆衛生上の利益のない過剰診断に関する問

題が生じると予想されるからである。 

長期モニタリングプログラムに関する第

二の提言については、甲状腺モニタリング

プログラムは、ここでは「ヘルスリテラシー

を向上させるための教育、参加者の登録、甲

状腺検査及び臨床管理についての集中的な

データ収集を含む」と定義されている。甲状

腺モニタリングは、より高いリスクの個人

向けに提供される選択的活動であり、本人

は疾患を早期発見して進行度の低いうちに

治療する利益を得る目的で甲状腺検査を受

けるか否か、またその方法を選ぶことがで

きる。スクリーニングプログラムとモニタ

リングプログラムの目的は、どちらも無症

状の個人におけるがんの早期発見だが、公
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衆衛生上のアプローチと目的は異なる。甲

状腺モニタリングプログラムでは、出発点

は集団ではなく個人である。より高いリス

クの個人は、プログラムに参加するよう積

極的に勧誘されるというよりむしろ、参加

する機会を提供され、十分な説明を受けた

上で、自らの価値観、希望、事情に合った決

定を下すことができるようにするものであ

る。 

一部のデータが、ハイリスク集団におけ

る甲状腺の分化がん（たとえば、家族性非髄

様甲状腺がん）9について、スクリーニング

の臨床的有用性を示しているとはいえ、子

どもの場合、現状では、早期診断の利益に関

する根拠は乏しい 10。過剰診断のリスクを

考えると、甲状腺検査の潜在的影響につい

ては、被災した家族と臨床医の間で、包括的

な人々中心のヘルスサービスに関する

WHO の枠組みの中で話し合われるべきで

ある。十分に説明を受けた個人が、自分にと

って潜在的な利益が潜在的な不利益を上回

ると考えるならば、政府当局の監督の下で、

質が保証され無理のない持続可能な財政戦

略を持つ、整備されたモニタリングプログ

ラムの中で、資格のある医療従事者から質

の高いサービスを受けるべきである。 

原子力事故後に甲状腺モニタリングプロ

グラムから利益を得ることができるかもし

れないより高いリスクの個人は、ここでは、

専門家グループによって、「胎児期または小

児期または思春期に 100～500 mGy 以上の

甲状腺線量を被ばくした者」と定義されて

いる。専門家グループは、この 100～500 

mGy という範囲を、甲状腺モニタリングプ

ログラムへの参加を提案する、行動対象レ

ベルの実践上の定義として提案した。この

行動対象レベルは放射線防護の制限値と混

同してはならない。甲状腺線量の範囲の選

択は、リスクが上昇した個人向けのモニタ

リングを行い、放射線関連の甲状腺疾患を

発見するに当たって、対象となる集団によ

り多くを含めるか（低めの行動対象レベル）、

より高い効率性を求めるか（高めの行動対

象レベル）という選択肢を反映している。専

門家グループは、さらなる研究の必要性と、

新たな科学的根拠が得られ次第、最適な行

動対象レベルを見直す必要がありうること

を認めている。 

特記すべきことは、行動対象となる甲状

腺線量レベルを設定するという提言は、こ

の被ばくレベルを下回る個人には何もする

べきでないということを意味するわけでは

ないという点である。潜在的な不利益があ

ったとしても、甲状腺がんについて不安を

抱く低リスクの個人の中には、安心を求め

て甲状腺検査を受ける者もいるだろう。低

リスクの個人が、甲状腺検査の潜在的な利

益と不利益について詳細な説明を受けた上

で、甲状腺検査を希望するならば、整備され

た甲状腺モニタリングプログラムの枠組み

の中で甲状腺検査の機会を与えられるべき

である。 

よりリスクの高い個人向けの甲状腺モニ

タリングプログラムは、実現可能な限り早

く始めるべきであり、小児期や思春期にお

ける放射線被ばくに起因する甲状腺がんリ

スクは、成人してもなくならないとの根拠

があるため、成人期においても継続すべき

である。甲状腺検査を受診する間隔は 2 年

～5 年ごととした上で、臨床所見やスクリー
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ニング方法によって調整することができる。

甲状腺検査の利益と不利益は、併存疾患の

有無を斟酌して秤にかけるべきで、検査の

中止の決定は、十分な説明を受けた個人の

選択（インフォームド・チョイス）によるべ

きである。 

これらの提言は、あらゆる有害物質（放射

性物質を含む）のばく露に関する検討や、原

子力事故への備えと対応について考慮して

とりまとめられた。それはこれらが甲状腺

健康モニタリングに関する意思決定に関連

性を有するためである。考慮の対象となっ

たのは、がん登録を含む健康サーベイラン

スプログラムや、活発なリスクコミュニケ

ーションプログラムを原子力施設の周辺に

おいて原子力事故発生前から確立すること、

さらには適時適切に実施する積極的な線量

測定モニタリングプログラムや安定ヨウ素

剤による甲状腺ブロックプログラムのよう

な防護対策を原子力事故直後に実施するこ

とである。 

専門家グループは、こうした意思決定プ

ロセスにおいては、科学的根拠の他にも、社

会経済的要素、ヘルスケア資源、社会的価値

など、重要な考慮すべき要因があるかもし

れず、また最終的な決定を行うのは政府、関

係当局、原子力事故の被災地であることを

認めている。これらの提言は、主に政府関係

者、政策立案者、医療従事者など、原子力事

故の際に、甲状腺モニタリングについての

意思決定、計画策定、実施に関与する人々の

参考になることを意図して作成されたもの

である。 
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（2018 年 9 月 29 日発表）に概要をまとめた技術報

告書は、全執筆者により共同で執筆されたもので

あり、2017 年 10 月 23～25 日および 2018 年 2 月

21～23 日にフランスのリヨンで開かれた 2 度の会
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